
別記
第 1号様式 (第11条、第13条、第14条関係)

事 業 者 排 出 量 削 減 計 画 書

〈法人にあつては、名称及 配名押印ヌは暑る

サンクネ京阪奈株式会社
代表取締役  岡 田 正 弘
0 7 4 2  -

(法人にあつては、主たる事務所の所在地)

奈良市鶴舞東町 2-16

罵瞬イに対策粂例篭 1敬 の規 , =により得出

特定事業者の

主たる業種

ヨンビニエンスス トア サ ンクスの京者F・奈良 ・滋賀府県のフランチャイズ事業及び店舗経営

該当する事業
者要件

平 京都府地球温暖化対策条例施行規貝」第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギ
ー使用事業者 (原油に換

算して1,500キロリットル以上))               ,
京者卜府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック
又はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)
京者「府地球温暖化対策条例施行規貝1第10条 第4号該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出
事業者 (二酸化炭素に換算して3、000トン以上))

r

r

計 画 期 間 平成 18 年 4 月 平成 19 年 3 月

基 本 方 針 取扱商品増力]に伴う銃器の増設などによるC02排 出量の増加要因を、省エネ機器の導入 ・空嗣機器の温
度設定の徹底 ・啓豪活動等によリカバーし、平成17年度1店舗当たりのC02排 出量の削減を目指す。

推 進 体 奇U認証取得済の IS014001推 進体制の中で上記取 り組みを推進する。

年度ことの具
体的な取組及
び措置

エ

18ヽ 19 店舗 新店産設時、店舗改装時に省エネ機器を導入し、電気使用二を削減する。

iS-19 店舗 空抑磯岸の温度報定を当社ガイドラインに従い適正に選用し、電気使用二を削減する。

lS～ 19 店舗

18～ 19 店舗

温室効果ガス

の排出量等 排出区分
基準年度 (実積,
(平成 17)年 度
〈二酸化炭繁張算 (t))

日棟年度 (計画,
(平成 19)年 度
(二酸化炭素壊筆 (t))

自J胡死号卜

(計画)
(%)

A事 業所等排出区分 3,002 t 3,202         t あ 夕%

B輸 送車両排出区分 t %

cそ の他排出区分 t t %

排出合計 t t 617%

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

(二酸化炭栄線筆 (t)

果林の保全及び整備 (鞠薦面積) ha 〈吸収室)

府内産の木材の利用 (利用重) 1■
〕 (肖り減畳)

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

〈完電二) (削減二) t

(熱供給量) (肖Ⅲ滅重)

グリーン電力の購入 て醸八二) kwh (肖Ⅲ滅二)

削減量等合計 t

差引排出量

(排出合計―削減等合計)

基準年度 (実, 目標年度 (計画 削減率 (計画)

*1                 3 002 t (り‐(■)           3,202 t あ 7%

特 記 事 項 当社は サ
ール【サンクス」とは別会社で、ナル(とサンタが合併する以前からツクスの京都 奈 良 滋 賀 3府県限定の店舗展開を

生業としているエリアフランチャイジーです。事務所は奈良市にあります。商品の輸送車両は全てHl-2/1【サンタの車両を
でまかなつておりまえ
削減計画は6 2%の 増加を試算しておりますが、 1店 舗あたりでは約 3%の 削減予定です。   平 成 17年 度電
気使用量 7, 942t■ 52 5店 舗 (店当り155, 723キ ,) 平 成 10年 度予測 S, 471t■ 56店 舗
(151, 273キ ,)

連  絡  先 担 当
主

「 署

担 当 者 氏 名

住 所

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ リ番 号

と 1

3

該当する□には、レ印を記入してください。特定事業者以タトで自主ま加される事業者の方は、レ印の記入は不要です。

「基準年度Jと はEl画期間の前年度を、 「目標年度Jと は計画期間の最終年度をいいます。

「車業所等排出区分Jと は 京 Fr府内の事業所年の事業活動のためのエネルギーの使用に伴い発生する温室効果メスを、 「輸送車両排出区分」と
は 自 動車連進事業者については使用の本拠の位置を京柳市内とする車両の排出する温宣効果ガスを、鉄道事業者については保有する貨物車両又は

旅を車両の排出する温宣効果ガスを、 「その|じ排出区分Jと 1ま、上配以タトの京都府内における事業所争の事業活既帆こ牛い発生する温宣効兵ガスをい
います。


